



































































































（ 5）　大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法〔第 2 版〕』（2003年）337─338頁〔河上
和雄＝髙部道彦〕。























































































































































昭和32年 9 月13日刑集11巻 9 号2263頁）・通説は、処分行為を不要とするが、支持
されるべきである。

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（57）　広島高判昭和28年 5 月27日高刑判特31号15頁は、窃盗現場から 1 km離れた場
所で、窃盗の被害者に暴行を加えた事案につき、事後強盗罪（強盗致傷罪）の成立
を肯定する。
（58）　さらに下級審では、東京高判平成17年 8 月16日高刑集58巻 3 号38頁（隣家に侵
入し、窃盗を行ったのち自宅に戻ったが、再び隣家に侵入して被害者を殺害した事






































（60）　山口・前掲注（ 6）219頁。同旨、中森喜彦『刑法各論』（第 4 版、2015年）
121頁。
（61）　伊東・前掲注（ 6）168─169頁。同旨、高橋・前掲注（ 6）264頁。













































。福島地判昭和38年 2 月12日下刑集 5巻 1



































































































































































































































































































（81）　たとえば、警備業法 2条 1 項 1 号及び 4項では、警備員は「盗難等の事故の発
生を警戒し、防止する業務」に従事するものとされる。


























































（83）　旧250条 1 項 3 号は、「強盗が公の道路、街路……でおこなわれたとき」は 5年
以上の重懲役を科す（訳は法務大臣官房司法法制調査部編『ドイツ刑法典─ 一九






決は、「B を追い払うことで、すでに A の財産に対する危殆化が生じてい
る。なぜならば、B が追い払われることで、A は、 1 人で 3 人と対峙する
ことになったからである。このような危殆化は、すでに奪取行為の一部な





















（84）　判例（ライヒ裁判所1902年 3 月 3 日判決（GA 49, 133））は、所為の一部が





































































































注（ 4）、前田・前掲注（ 2）187頁注 6）。前掲・最判昭和22年11月26日もある程
度の「物に対する管理の実力」を摘示し、消極的にこの「実力」が備わらない者を
相手方から排除していると理解できる。

















































































































































































































126　　早法 91 巻 4 号（2016）
地は広いだろう。物理的に反抗抑圧されている（縄やガムテープで身体が拘
束されている）状態の被害者が、奪取に対していかなる抵抗行動に出うる
可能性があっただろうか。自ら抵抗する自由を奪われ、他者の介入を求め
るための行動の自由も奪われているとすれば、抵抗行動の可能性に存在に
疑問が生じよう。暴行・脅迫の手段性に疑義が生じる。
　この結論が受け入れがたいとすれば、物理的反抗抑圧事案にあっては、
物理的な反抗抑圧状態を解消しなかったという不作為の暴行に強盗罪構成
要件該当性を肯定する必要がある
（106）
。たとえば、被害者を拘束する縄やガム
テープを解かない行為が、これにあたるだろう
（107）
。このような不作為こそ
が、相手方の抵抗行動に出る可能性を排除・低減し、財物奪取を可能に
し、または、促進する財物奪取の手段である。
おわりに
　本稿は、財物奪取の手段としての暴行・脅迫という観点から、強盗罪の
分析を行った。強盗罪における暴行・脅迫の「手段性」の意義は、わが国
では明示的に議論されることはほぼないが、この要件は、暴行・脅迫の相
手方の範囲、及び、その相手方が備えるべき能力という問題を解決する手
がかりとなる。前者は、財物の占有者以外の第三者に暴行・脅迫が加えら
れた場合に問題となり、後者は、子どもに対する暴行・脅迫や反抗抑圧後
の財物奪取の意思の事案で問題となる。一見問題領域が異なるように思わ
れるが、これらは、暴行・脅迫が財物奪取の手段であるといいうるために
（106）　拙稿・前掲注（64）20─22頁、及び、拙稿「強盗罪における不作為の暴行・脅
迫」『野村稔先生古稀祝賀論文集』（2015年）283頁以下。なお、近時、強盗罪にお
いて不作為の脅迫を認めるものに、山口厚「承継的共犯論の新展開」法曹時報68
巻 2 号（2016年）17頁以下。
（107）　このような理解によれば、物理的に反抗抑圧状態にある相手方を殺害する行為
は、強盗の機会における行為、または、作為による作為義務違反の実現と理解さ
れ、殺害行為に強盗殺人罪の成立を肯定できる。
財物奪取の手段としての暴行・脅迫（芥川）　　127
はどのような要件が必要かという単一の問題の異なる現れである。
　本稿は、暴行・脅迫に手段性が肯定できる場合とは、暴行・脅迫の相手
方自身の意思決定に基づいた財物奪取に対する抵抗行動の可能性を排除、
又は、低減するか、暴行・脅迫の相手方の意思決定が端緒となる第三者の
介入可能性を排除、又は、低減する場合であると結論づけた。
　それゆえ、無関係の第三者を、占有者・占有者と密接な人的関係がある
者と誤解して暴行・脅迫を加えた場合には、強盗罪が否定される。手段性
は、行為者の主観を基準としてはならず、客観的に認められなければなら
ない。また、本稿では、手段性が認められない場合として、相手方が刑事
訴追の端緒なりうるに過ぎない場合、占有者と密接な人的関係がなく一般
通常人と同様の正義感・公益心から介入しうる可能性を有しているに過ぎ
ない場合、幼児などで抵抗行動に出る意思決定をなしうる能力を有しない
場合、そのような意思決定をなす能力を器質的に喪失している場合、そし
て、意思決定をなす能力があっても意思決定に基づいた抵抗行動を実行す
る可能性が物理的に失われている場合を例示した。
　本稿が示した結論は、帰納的に明らかにされたもので、それゆえに、具
体的事案における解決は、新奇（規）なものではないと考える。これらの
解決が、強盗罪における暴行・脅迫の「手段性」という要件から十分に基
礎づけることができたとすれば、本稿の成果である。
